



















































































































































































について検討し、層間変形角が 1/10 radを超える領域では P∆効果の影響が大であるとしている。
津田ら 1.8)は、木造軸組構法 2階建住宅の引き倒し加力実験を行い、自然倒壊する時の静的倒壊







































































































































































































































































（1体）の 3種類を対象とし、計 11体とする。試験体の名称は表 2.1に示すように、軸組試験体




　試験体は柱、土台、桁、垂壁から構成されており、1間試験体は 1820× 2798 mm、2間試験体
は 3640× 2798 mmを基本寸法とする。材種は柱と土台には杉、桁には米松を用いる。部材の基
本寸法は柱および土台を 105× 105 mm、桁を 105× 240 mmとしているが、試験体 H-2では、柱
および土台を 150× 150 mm、桁を 150× 240 mmとしている。柱と桁および土台の接合部につ
いては図 2.5, 2.6に示すように、主に短ほぞ（ほぞ寸法：30× 84× 52.5 mm）に加えて両面山
型プレートで留める仕様とし、試験体 F-3では短ほぞのみ、試験体 F-4では長ほぞ（ほぞ寸法：
30× 84× 100 mm）、試験体 H-2ではほぞ寸法を 36× 120× 52.5 mmとしている。垂壁試験体の
垂壁は、試験体上部 910 mmに取り付けている。垂壁の仕様は、乾式パネルでは 26 mm厚のパ
ネルを片面貼りの受け材仕様で施工している 2.1)。土壁では竹小舞下地に 15× 105 mmの内法貫
を 1段配置し、塗り厚 60 mmの中塗り仕上げとしている。石膏ボードでは 9.5 mm厚のボード
を両面貼りとし、横置日型の 900 mm間隔、ボードビスの間隔は 150 mmで施工している 2.2)。全























F-1 短ほぞ(山型プレート留め） 7.7 9.3
F-2 短ほぞ(山型プレート留め） 7.3 4.5
F-3 短ほぞ 8.4 9.3
F-4 長ほぞ 7.0 16.5
H-1 短ほぞ(山型プレート留め） 荒壁パネル(26mm)片面 6.7 23.7
H-2 短ほぞ(山型プレート留め） 荒壁パネル(26mm)片面 7.0* 23.7 柱150角
H-3 短ほぞ(山型プレート留め） 石膏ボード(9.5mm)両面 5.6 23.7
H-4 短ほぞ(山型プレート留め） 土壁(60mm) 6.8 23.7
H-5 短ほぞ(山型プレート留め） 荒壁パネル(26mm)片面 7.4 30.9 垂壁＋腰壁
H-6 短ほぞ(山型プレート留め） 荒壁パネル(26mm)片面 5.7 44.9 2間試験体

















F-1 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 30×84×52.5 30×84×52.5
F-2 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 30×84×52.5 30×84×52.5
F-3 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 30×84×52.5 30×84×52.5
F-4 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 30×84×100 30×84×100
H-1 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 30×84×52.5 30×84×52.5
H-2 150×150×2625 150×240×2520 150×150×2420 36×120×52.5 36×120×52.5
H-3 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 30×84×52.5 30×84×52.5
H-4 105×105×2558 105×240×2520 105×105×2420 30×84×52.5 30×84×52.5
H-5 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 30×84×52.5 30×84×52.5
H-6 105×105×2625 105×240×4340 105×105×4240 30×84×52.5 30×84×52.5
全壁 W-1 105×105×2558 105×240×2520 105×105×2420 30×84×52.5 30×84×52.5
軸組
垂壁



























(b) 垂壁試験体（H-1） (c) 垂壁試験体（H-2）



























































































(a) 短ほぞ＋山型プレート (b) 短ほぞ




























































































(a) 軸組試験体（F-1～ F-4） (b) 垂壁試験体（H-1） (c) 垂壁試験体（H-2）



























































































sin cosi iW Q R N R= ⋅ + ⋅∑鉛直方向： 　　　　　　　　　　　　     (2.1)
cos sini iH Q R N R= ⋅ − ⋅∑水平方向： 　　　　　 　　　　　　　   (2.2)
層間変形角 Rは、試験体頂部の水平変位 uを柱の内法高さ HLで除して求めている。水平荷重 H
は試験体の水平抵抗力 Hと言い換えることができ、水平荷重 H =水平抵抗力 Hとなる。一方、
試験体の層せん断力 QHは式(2.2)の右辺第 1項に相当し、柱の水平せん断力の総和として次式で
表される。
cosH iQ Q R= ⋅∑ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2.3)
なお、柱のせん断力Qiは、加力方向に対して柱の両面に貼付した歪みゲージの値 εai, εbi、ヤング
係数 Eおよび断面係数 Zから柱頭、柱脚部での曲げモーメントMUi, MDiを求めた後、歪みゲージ
間距離 LMを用いて次式から算出している。





Ui DiM E Z
ε ε−= ⋅ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       (2.5)
　図 2.7に示すように、歪みゲージは柱端部から 200 mm離して貼付しており、柱端部での曲げ
モーメントは歪みゲージ位置の曲げモーメントから線形補間して求めている。水平抵抗力 H（=
水平荷重 H）はアクチュエータに取り付けたロードセルの値に相当する。一例として、軸組試













































する割合を接地率 ηとすれば、柱が横架材と接する長さは η LCとなり、水平加力時に軸心がず
れることによって生じる水平距離 LPは次式で表される。
(1 2 / 3)P CL Lη= − 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       (2.6)
式(2.6)から軸心がずれる効果を(1-2η / 3)として扱う。水平加力時に軸心がずれる事を考慮して、
試験体頂部の水平変位を uとすれば、P∆効果に作用する ∆は ∆ =LP -uとなり、式(2.2)に示した
水平方向の力の釣合は、柱の内法高さ HLを用いて次式で表される。
( ) /H i P LH Q P L u H= + −∑ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       (2.7)
式(2.7)の右辺第 2項が P∆効果による付加的なせん断力に対応し、第 2項が正の値を示す変形領
域（Lp > u）では柱傾斜復元力特性 2.7)に対応する（図 2.10(b)）。
　なお、接地率 ηは接合部回転角 θと柱が横架材から離れ始める限界回転角 θ0を用いて次式で
表される 2.8)。
( )1/20 /η θ θ= 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       (2.8)
柱断面が柱幅 LCで正方形の場合、柱が横架材から離れ始める限界回転角 θ0は、柱心位置におけ
るめり込み変位 d、単位面積当たりのめり込み剛性 KC,90、鉛直力 Piの関係から次式のように求め
られる。
3
0 ,90/( / 2) 2 /( )C i C Cd L P K Lθ = = ⋅ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     (2.9)
めり込み剛性 KC,90は文献 2.9)に基づいて、繊維直交方向における材中央部の値を用いる。杉の場







と上載重量Wから CB = QH / Wとすれば、式(2.7)は次式のように書き換えることができる。




= − − 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    (2.10)
図 2.10(c)に示すようにバイリニア型の復元力特性を考え、水平抵抗力喪失時の層間変形角を
RH=0 = u / HLとすれば、RH=0と層せん断力係数 CBとの関係は式(2.10)から次式で表される。
0 /H B P LR C L H= = + 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     (2.11)
なお、以下の分析では最大層せん断力 QH,maxを上載重量Wで除した層せん断力係数の最大値を





















/B HC Q W=
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生じた垂壁 +腰壁（試験体 H-5）、垂壁 2間試験体（試験体 H-6）でも図 2.12と同様の傾向が見
られる。また、柱の折損が生じた試験体では、層せん断力係数に関わらず層間変形角 0.05～ 0.12




























































































げ変形と層間変形角との関係について、層間変形角 Rに対する接合部回転角 θの割合 θ  / Rを
用いて分析する。
　層間変形角に対する接合部回転角の割合 θ  / Rと層間変形角 Rとの関係を図 2.14に示す。試
験体による θ  / Rの違いを比較すれば、軸組試験体や全壁試験体、柱の折損が生じなかった垂
壁試験体（試験体H-2）では、柱頭、柱脚部の接合部位置によって挙動に大差はなく、層間変形
角 0.03 rad程度までは θ  / Rは 0.7程度と柱の曲げ変形が占める割合は 3割程度となっている。
その後、層間変形角が 0.1 rad以上と大きくなると θ  / Rは 1に近づき、柱の曲げ変形が占める
割合は 1割程度と小さくなる。一方、柱折損が生じた垂壁試験体（試験体 H-1）では、柱の折損
が生じるまでは逆に曲げ変形が卓越して θ  / Rは 1.2程度となるが、柱の折損後は柱の曲げ変形





























































　次に、接地率 ηと軸心がずれる効果(1-2η /3)について、接合部回転角 θとの関係を図 2.15に
示す。柱が横架材から離れ始める限界回転角 θ0は、杉材の単位面積当たりのめり込み剛性 KC,90
を用いて算定しており(式(2.9))、本章で用いた試験体では 0.002～ 0.012 rad程度となる。接合
部回転角 θが大きくなるに従い、接地率 ηは 0.1～ 0.3程度、軸心がずれる効果(1-2η / 3)は 0.7
～ 0.9程度に漸近し、接合部回転角 0.03 rad以上では大きな変化はない。そのため、層間変形角
Rと接合部回転角 θが概ね等しいと考えると、層間変形角 0.03 rad以上では軸心がずれることに






























































2.5.2項より軸心がずれる効果(1-2η / 3)を 0.8で一定とし、柱幅 LCを用いて式(2.11)を書き直せ
ば、水平抵抗力喪失時の層間変形角 RH=0と層せん断力係数 CBの関係は次式で表される。






力時の層せん断力係数 CB,maxが 0.35程度と高くても、水平抵抗力喪失時の層間変形角 RH=0は 0.15
rad程度と小さくなる。そのため、最大耐力時の層せん断力係数 CB,maxと水平抵抗力喪失時の層
間変形角 RH=0との関係は式(2.12)では表せない。そこで、垂壁試験体や全壁試験体の層せん断力
が大変形領域（層間変形角 0.1～ 0.15 rad程度）では同じ接合部仕様を有する軸組試験体の層せ
ん断力に漸近している事に着目し、その時の層せん断力係数から水平抵抗力喪失時の層間変形
角 RH=0を推定することを考える。
　全試験体 11体の実験結果について、層間変形角 0.1～ 0.15 rad程度の大変形領域における層
せん断力係数 CB,0.1-0.15と水平抵抗力喪失時の層間変形角 RH=0との関係を図 2.18に示す。なお、同
図に示す式(2.12)では、柱幅 LC = 105 mm、柱の内法高さ HL= 2625 mmの場合を想定している。














































































4)  以上の結果とともに P∆効果による付加的なせん断力によって水平抵抗力を喪失している事
に着目し、大変形領域（層間変形角 0.1～ 0.15 rad程度）における負担可能な層せん断力より
水平抵抗力を喪失する層間変形角の予測式を構築した。予測式によれば、大変形領域におけ































力スケジュールは、試験体 A-1～ A-3は正負交番 3回繰返加力、試験体 B-1, B-2は正負交番 2回
繰返加力とする。ただし、アクチュエータのストロークの都合上、試験体頂部での変位と柱の
内法高さ（試験体 A-1～ A-3は 2625 mm、試験体 B-1, B-2は 2940 mm）から求まる層間変形角
が試験体 A-1～ A-3は 1/15 rad以上、試験体 B-1, B-2は 1/10 rad以上の加力サイクルでは、正側
水平変位のみを漸増させて繰返加力し、試験体の水平抵抗力 Hが 0 kNになるまで加力を行う。
なお、水平抵抗力 Hはロードセルの値である。
3.2.2　試験体概要
　試験体は表 3.1及び図 3.2に示すように、柱 105角の垂壁 Aシリーズ（試験体 A-1～ A-3）、柱
140角の垂壁Bシリーズ（試験体 B-1, B-2）の 2種類、計 5体を対象とし、建具の有無をパラメー
タとして実験を行う。垂壁 Bシリーズは、和歌山県高野山町にある重要文化財（建造物）金剛
三昧院客殿の架構形式を模して作られている。試験体は柱、土台、桁、垂壁、足固（垂壁 Bシ
リーズのみ）から構成されており、垂壁 Aシリーズは 1820× 2798 mm、垂壁 Bシリーズは 2026
× 3075 mmを基本寸法としている。材種は、垂壁 Aシリーズは柱と土台には杉、桁には米松を
用い、垂壁 Bシリーズはすべて桧を用いる。垂壁 Aシリーズの部材の基本寸法は、柱および土
台を 105× 105 mm、桁を 105× 240 mmとし、垂壁 Bシリーズは、柱を 140× 140 mm、土台を
140× 90 mm、桁を 130× 180 mmとしている。柱と桁および土台の接合部については図 3.3, 3.4
に示すように、垂壁 Aシリーズでは短ほぞ（ほぞ寸法：30× 84× 52.5 mm）に加えて両面山型
プレートで留める仕様とし、垂壁 Bシリーズでは短ほぞ（ほぞ寸法：45× 45× 45 mm）のみと
している。垂壁 Bシリーズの柱と足固の接合部については図 3.5に示すように、ほぞ（ほぞ寸
法：45× 75× 155 mm）を柱に通した後に楔締めとしている。垂壁は、垂壁 Aシリーズでは試
験体上部 910 mm、垂壁 Bシリーズでは上部 720 mmに取り付けている。垂壁の仕様は、26 mm
厚の乾式パネルを片面貼りの受け材仕様で施工している 3.1)。なお、柱の名称については第 2章
と同様に、加力方向の正側を前柱、負側を後柱と呼ぶ。
　建具として、垂壁 Aシリーズの試験体 A-2には障子を 2枚、試験体 A-3には襖を 2枚設置し、
垂壁 Bシリーズの試験体 B-2には舞良戸を 1枚設置する。建具の仕様は、障子紙には美濃紙機械
漉き、障子枠材にはスプルス、襖紙には新鳥の子を用いている。舞良戸は高さ 1758×幅 969 mm
を基本寸法とし、左桟は見付 39×見込 26 mm、右桟は見付 38×見込 33 mm、舞良子は見付 20
×見込 9 mmとし、6 mm厚の綿板の上に一列につき 6～ 7箇所釘を打ち付けている。舞良戸の
初期位置は試験体の後柱側とし、舞良戸の竪桟は前柱側を左桟、後柱側を右桟と呼ぶ。
　上載荷重は、垂壁 Aシリーズは試験体の柱脚部に浮き上がりが生じないよう各試験体の最大












かった垂壁 Bシリーズについては、木質構造設計規準 3.5)に従ってヤング係数 9.0 kN/mm2として
分析する。各試験体で用いたヤング係数（前後柱の平均値）を表 3.1に示す。





A-1 短ほぞ(山型プレート留め） 荒壁パネル(26mm)片面 6.7 23.7
A-2 短ほぞ(山型プレート留め） 荒壁パネル(26mm)片面 5.9 23.7 障子2枚






















A-1 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 30×84×52.5 30×84×52.5
A-2 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 30×84×52.5 30×84×52.5
A-3 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 30×84×52.5 30×84×52.5
B-1 140×140×2940 130×180×2588 140×90×2626 45×45×45 45×45×45








































































































































































































































　障子試験体（試験体 A-2）の層間変形角 Rと水平抵抗力 Hの関係と、試験体に生じた損傷を
図 3.7に示す。なお、試験体全体の写真は最大変形時および最大変形を経験した後に 0 radまで
除荷した時の状況を示し、試験体損傷の写真は最大変形時における状況を示す。障子試験体で
は層間変形角 1/120 radから障子紙にしわが発生し、1/50 radでは除荷時にも障子紙にしわが残
り始めた。1/20 radで最大水平抵抗力 5.5 kNに達し、障子紙が破れ始めた。1/15 radですべての
格子の障子紙が破れ、架構にも前後柱の折損や垂壁の隅角部のひび割れなどの損傷が生じた。そ
の後 1/8 radで障子の枠が離れ始め、前柱が大きく折損して水平抵抗力が 0 kNとなった。
3.3.2　襖試験体
　襖試験体（試験体 A-3）の層間変形角 Rと水平抵抗力 Hの関係と、試験体に生じた損傷を図
3.8に示す。襖試験体では層間変形角 1/50 radで襖紙にしわが発生し、襖が面外にはらみ始めた。
1/20 radで最大水平抵抗力 5.5 kNに達し、襖が押し潰されて残留変形が生じた。1/15 radで襖が
敷居から脱落し、軸組には前後柱の折損が生じた。その後 1/10 radの 3ループ目で襖を取り外し、
1/8 radで前柱が大きく折損して水平抵抗力が 0 kNとなった。
3.3.3　舞良戸試験体
　舞良戸試験体（試験体 B-2）の層間変形角 Rと水平抵抗力Hの関係と、試験体に生じた損傷を
図 3.9に示す。舞良戸試験体の正方向加力では、層間変形角 1/100 radで舞良戸のロッキングと
滑動が発生し、1/75 radまでに敷居上を正方向に約 15 mm滑動した。1/30 radで垂壁の隅角部に
ひび割れが発生し、1/20 radで最大水平抵抗力 5.4 kNに達した。1/15 radで舞良戸が敷居から脱
落し、1/12 radで完全に面外へ脱落した。その後 1/9 radで足固ほぞが折損し、1/6 radで水平抵




(e) 1/15rad時 (f) 1/15rad除荷時
(g) 1/10rad時 (h) 1/10rad除荷時
(d) 1/20rad除荷時(c) 1/20rad時














































(a) 1/50rad時 (b) 1/50rad除荷時
(d) 1/20rad除荷時(c) 1/20rad時
(e) 1/15rad時 (f) 1/15rad除荷時




(i) 1/8rad時 (j) 1/8rad除荷時



































(a) 1/50rad時 (b) -1/50rad時 (c) 1/50rad除荷時
(d) 1/20rad時 (e) -1/20rad時 (f) 1/20rad除荷時
(g) 1/15rad時 (h) -1/15rad時 (i) 1/15rad除荷時















































































A-2 A-3 B-2 A-2 A-3 B-2
障子 襖 舞良戸 障子 襖 舞良戸






























間変形角 1/15 radまでは建具を設置した試験体の方が約 1 kN水平抵抗力が大きく、0.07 rad以
降は柱折損の進行とともに水平抵抗力が低下していくことがわかる。垂壁 Bシリーズでは、建



















































cosC iQ Q R= ∑ 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　    (3.1)
ここで、各柱のせん断力を Qi、層間変形角を Rとする。柱のせん断力 Qiも第 2章の式(2.4), (2.5)
と同様に、加力方向に対して柱の両面に貼付した歪みゲージの値 εai, εbi、ヤング係数 Eおよび断
面係数 Zから鴨居下、柱脚部での曲げモーメントMUi, MDiを求めた後、歪みゲージ間距離 LMを
用いて次式から算出している。





Ui DiM E Z
ε ε−= ⋅ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       (3.3)

































































(a) 垂壁 Aシリーズ (b) 垂壁 Bシリーズ









具の負担水平せん断力を算出してその包絡線を図 3.13に示す。試験体の層せん断力 QHは第 2章
の式(2.7)において軸心がずれることによって生じる水平距離 LP = 0とし、P∆効果による付加的
なせん断力から次式を用いて算出している。
/HQ H W Lδ= + ⋅ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      (3.4)
ここで、試験体の水平抵抗力を H、上載荷重をW、頂部の水平変位を δ、柱の長さを Lとする。
式(3.1), (3.4)の値を次式に代入して建具の負担水平せん断力 QNを算出している。
N H CQ Q Q= − 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3.5)

















































































（h = 0.05）に変換する。木造建物は図 4.1(a)に示すように総質量M、等価質量Me、等価高さ He
の二階建てを想定し、本研究では既往の研究 4.5)を参考にMe / M = 0.75、He = 4.5 mとしている。
復元力特性は図 4.1(b)に示すような骨格曲線で表し、本研究では降伏変形角 Ry = 0.01 radとして
いる。木造建物の等価固有周期 Teは最大応答変形角 R、降伏せん断力係数 Cyをパラメータとし
て次式で表される 4.6)。
( ) ( )
( )











e y e y y
RH R R
M / M C g
T R,C
R / R
M R H / MgC R R
π
π
⎧ >⎪⎪= ⎨⎪ +⎪ ≤⎩
　　　　　　　　　      (4.1)
木造建物の性能等価加速度応答スペクトル Saeは、等価固有周期 Teを用いて次式で表される 4.6)。





π= 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (4.2)
ここで、h = 0の応答スペクトルに対する減衰補正係数 ( ) ( ) ( )0 0h a aF h S h S h= = と h = 0.05の応
答スペクトルに対する減衰補正係数 ( ) ( ) ( )0 05h a aF h S h S h .= = は、減衰定数 h、正弦波の波数 n
を用いて次式で表される 4.7)。
( )
( ) ( ) ( )
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　パルス性地震動は正弦波 n波（正弦波パルス）で理想化することを考える。n = 1の正弦波パ
ルスの加速度波形、速度波形、変位波形の時刻歴関数は次式で表される。











π⎧ ≤ <⎪= ⎨⎪ ≤⎩
&&
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   (4.4)
( ) ( )
( )












⎧ ⎛ ⎞− − ≤ <⎪ ⎜ ⎟⎪ ⎜ ⎟= ⎨ ⎝ ⎠⎪ ≤⎪⎩
&
　　　　　　　　　　　　　　　　　    (4.5)

















⎧ ⎛ ⎞− − ≤ <⎪ ⎜ ⎟⎪ ⎜ ⎟= ⎨ ⎝ ⎠⎪ ≤⎪⎩
　　　　　　　　　　　　　　　        (4.6)
ここで最大地動加速度を P0、正弦波パルスの周期を Tp、最大地動変位をD0とする。正弦波パル
スの周期および速度振幅の最大値をパルス特性値として定義し、それぞれパルス周期 Tp、パル








π= 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    (4.7)
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に示す。ここでパルス周期 Tpは観測記録の擬似速度応答スペクトル（減衰定数 h = 0.05）の最
大値を与える周期、パルス速度振幅 Vpは 0.8 Tp～ 1.5 Tpの周期帯域にバンドパスフィルタを施
した速度波形の振幅の最大値としている 4.7)。近年発生した内陸直下型地震のパルス特性値は Tp
= 0.3～ 3.1 s、Vp = 27～ 125 cm/sの範囲にあることがわかる。
　各観測記録をパルス周期の値により 4つのグループに分け、観測記録に概ね対応するように
適切なパルス周期およびパルス速度振幅を用い、波数 n = 1, 2の正弦波パルスによりパルス性
地震動の加速度応答スペクトルを近似することを考える。正弦波パルスの加速度応答スペクト






は 0.1から 1.0まで 0.1刻みで変化させている。観測記録に対する木造建物の最大応答変形角は、
正弦波パルスに対する最大応答変形角と概ね傾向が一致していることがわかる。また、正弦波
パルスの波数が木造建物の最大応答変形角に及ぼす影響は小さいことがわかる。
　図 4.5(a), (b)より、パルス周期が 1秒以下の比較的短周期が卓越するパルス性地震動に対する
木造建物の最大応答変形角は、降伏せん断力係数に関わらずほぼ一定となり、Vp=50 cm/s、Tp=0.5
sの場合で概ね 0.02 rad、Vp=150 cm/s、Tp=0.75 sの場合で概ね 0.08 radとなる。一方図 4.5(c), (d)
より、パルス周期が 1秒以上の比較的長周期が卓越するパルス性地震動に対する木造建物の最
大応答変形角は、降伏せん断力係数が大きくなると急激に小さくなる傾向にあり、Vp=200 cm/






地震名 観測点 V p [cm/s] T p [s]
葺合 120 1.2
JMA神戸 82 0.9
2000年鳥取県西部地震 日野 92 0.7














































































































































(a) Vp=50 [cm/s], Tp=0.5 [s] (b) Vp=150 [cm/s], Tp=0.75 [s]













































































(c) Vp=200 [cm/s], Tp=1.25 [s] (d) Vp=250 [cm/s], Tp=3.0 [s]





























































　パルス速度振幅 Vp = 50 cm/s、100 cm/s、150 cm/sの一定下で、降伏せん断力係数を 0.1から 0.4
まで 0.1刻みで変化させた場合について、パルス周期と最大応答変形角の関係をそれぞれ図
4.6(a)～(c)に示す。図中には等価高さ Heに対する正弦波パルスの最大地動変位 D0の比（D0 / He）
を合わせて示す。パルス周期と最大応答変形角の関係が D0 / Heに漸近することは、木造建物が
正弦波パルスの地動変位に追従できてないことを示している。また、パルス速度振幅 Vp = 50 cm/
s、100 cm/s、150 cm/sの場合について、パルス周期 Tp = 0.5 s、1.0 s、2.0 s、3.0 sの正弦波パルス









よって大きく異なることがわかる。例えば、パルス周期 Tp = 0.5 sの場合は降伏せん断力係数の



































































































































　パルス周期 Tp = 0.5 s、1.0 s、2.0 s、3.0 sの一定下で、降伏せん断力係数を 0.1から 0.4まで 0.1
刻みで変化させた場合について、パルス速度振幅と最大応答変形角の関係をそれぞれ図 4.7(a)～
(d)に示す。図中には等価高さ Heに対する正弦波パルスの最大地動変位 D0の比（D0 / He）を合
わせて示す。パルス速度振幅と最大応答変形角の関係が D0 / Heに漸近することは、木造建物が
正弦波パルスの地動変位に追従できてないことを示している。また、パルス周期 Tp = 0.5 s、1.0
s、2.0 s、3.0 sの場合について、パルス速度振幅 Vp = 50 cm/s、100 cm/s、150 cm/sの正弦波パルス
の加速度応答スペクトルを、降伏せん断力係数を 0.1から 0.4まで 0.1刻みで変化させた木造建
物の性能等価加速度応答スペクトルと合わせて図 4.7(a)～(d)に示す。
　パルス周期 TP = 0.5 sの場合、最大応答変形角は降伏せん断力係数に関わらずパルス速度振幅
に比例して大きくなり、パルス速度振幅が 150 cm/sの場合で最大応答変形角は 0.05 rad程度と
なる。また、D0 / Heに漸近しており正弦波パルスの地動変位に追従できていないことがわかる。
パルス周期 TP = 2.0 sの場合、最大応答変形角は降伏せん断力係数が大きくなると小さくなり、
パルス速度振幅が 150 cm/sの場合で降伏せん断力係数を 0.3以上確保することにより最大応答変
















































































































































































　加速度振幅 P0、パルス周期 Tp ( = 2π / ωp )の正弦波パルス 1波が入力する場合、固有周期 T  ( =












⎧− ≤ <⎪+ = ⎨ ≤⎪⎩
&& 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       (4.9)
pT T≠ のとき式(4.9)を解くと、






1 sin sin 0
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⎧ − ≤ <⎪ −⎪= ⎨ ⎛ ⎞⎪− ⋅ ⋅ − ≤⎜ ⎟⎪ − ⎝ ⎠⎩
　　　　　　　　　　　　　      (4.10)
ここで p pT Tτ ω ω= = である。次に、 pT T= のとき式(4.9)を解くと、
( ) ( )
( )20





t ωt ωt t Tu
P t T t
ω
ω ω
⎧ − ≤ <⎪= ⎨⎪ ≤⎩
　　　　　　　　　　　　　　　　(4.11)
以上より正弦波パルスに対する非減衰 1自由度系の時刻歴応答変位は、非減衰 1自由度系の固有









　まず、加振中 ( )0 pt T≤ < における非減衰 1自由度系の最大応答を求める。最大点となる可能性
のある時刻は、式(4.9)を微分して得られる速度が 0となる時刻 ( )1t mT τ= ± のときである。こ
こで mは ( )0 1 pt mT Tτ≤ = ± < を満たす整数である。 ( )1t mT τ= + と ( )1t mT τ= − をそれぞれ式















⎛ ⎞= ⎜ ⎟− ⎝ ⎠
⎛ ⎞= ⎜ ⎟+ −⎝ ⎠
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         (4.12)






f ττ τ= − 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        (4.13)
以上より正弦波パルスに対する非減衰 1自由度系の加速度応答スペクトル aS は次式で表される。
{ }0 1 2maxa ,m ,m nS P g ,g , f= ⋅ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       (4.14)




















弦波パルスのパルス速度振幅 Vp は木造建物の最大応答変形角 Rの関数として次式で表される。
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g ,g , fF h R
π
π
⋅ == ⋅ ⋅ 　　　　　　　　         (4.15)
　式(4.15)により推定したパルス速度振幅と木造建物の最大応答変形角の関係を、パルス周期 Tp
= 0.5 s、1.0 s、2.0 s、3.0 sの場合について、降伏せん断力係数を 0.1から 0.4まで 0.1刻みで変化
させて図 4.9(a)～(d)に示す。式(4.15)を図示した場合、図 4.9中に細線で示すように 1つのパル
ス速度振幅に対して複数の最大応答変形角が求まることがわかる。ここではその中で一番小さ
い値を最大応答変形角 として採用し、図 4.9中に太線で示す。




に対しては 0.05 rad程度、パルス周期 1秒の地震動に対しては 0.1 rad程度までの変形性能を確
保することにより、パルス速度振幅が 150 cm/s程度の地震動に対しても倒壊を免れることがで










































































つのパルス速度振幅 Vpに対して 2つの最大応答変形角 R1, R2が存在し、 ( ) ( )1 2p pV R V R= となる。
また図 4.10に示すように、正弦波パルスの加速度応答スペクトルと木造建物の性能等価加速度
応答スペクトルは二点で交わっており、以下では最大応答変形角 Rの上昇値 2 1R R R∆ = − および
∆R上昇するときのパルス速度振幅 Vp, ∆Rを求めることを考える。
　T < Tpで交わるとき、正弦波パルスの加速度応答スペクトルと木造建物の性能等価加速度応
答スペクトルは等価周期 Te1 = 0.5 Tpで交わる。式(4.1)から R1を求めた後に式(4.16)に R1を代入
して Vp, ∆Rを求め、パルス周期との関係について降伏せん断力係数を 0.1から 0.4まで 0.1刻みで
変化させて図 4.11に示す。また、T > Tpで交わるときの等価周期 Te2に対応する R2を式(4.15)か
ら収斂計算により求め、∆R とパルス周期との関係について降伏せん断力係数を 0.1から 0.4まで
0.1刻みで変化させて図 4.12に示す。Vp, ∆Rと ∆R は、パルス周期と降伏せん断力係数が大きくな
るほど大きくなることがわかる。以上より、長周期が卓越するパルス性地震動に対しては、あ
る程度建物の耐力を確保することにより最大応答変形角を大幅に小さくできることがわかる。例
えば、パルス周期 2秒の地震動に対しては降伏せん断力係数を 0.3以上、パルス周期 3秒の地震















































eT ,T( )1 1eT R
( )1 1aeS R
( )2 2eT R
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方向（Z軸）の振動および各軸回りの回転動（θX, θY, θZ）が同時または単独に加振可能な 3次
元 6自由度の振動台システム、加振実験と数値計算が実時間で結合可能な動的アクチュエータ
システム、振動台システムと動的アクチュエータシステムに共通の油圧源装置とデータ計測解
析システムより構成されている。振動台テーブルの寸法は 5.0 m（X軸方向）× 3.0 m（Y軸方
向）、最大搭載重量は 30 tonf（定格 15 tonf）、加振可能な最大変位は X, Y, Z軸方向がそれぞれ




パルスを用い、最大地動変位 D0を 25 cmで一定としてパルス周期 Tpをパラメータとしている。
ただし Tp = 0.5 sの場合は倍率を 80%としているため、最大地動変位 D0は 20 cmとなる。加振









































































番号 入力波 T p [s] 倍率 D 0[cm] V p [cm/s] P 0[cm/s2]
1 3.0 100% 25 17 17
2 2.0 100% 25 25 39
3 1.0 100% 25 50 157












は柱と土台には杉、桁には米松を用いる。部材の基本寸法は柱および土台を 105× 105 mm、桁
を 105× 240 mmとしているが、差鴨居試験体 SD-1, SD-2のみ柱および土台を 120× 120 mm、
桁を 120× 240 mmとしている。柱と桁および土台の接合部については図 4.20, 4.21に示すよう
に、主に短ほぞ（ほぞ寸法：30× 84× 52.5 mm）に加えて両面山型プレートで留める仕様とし
ているが、差鴨居試験体 SD-1, SD-2のみ長ほぞ（柱頭ほぞ寸法：30× 80× 150 mm、柱脚ほぞ
寸法：30× 80× 100 mm）を込栓（材種：米松）で留める仕様としている。全壁試験体WD-1の
下見板の仕様は、15 mm厚の杉板をせい 180 mmに対して 30 mmずつ上下で重なるように設置
し、N50釘 1本で 2枚の下見板を柱に留め付けている。全壁試験体WD-2の荒壁パネルの仕様は、
26 mm厚のパネルを片面貼り（差鴨居試験体 SD-2では両面貼り）の受け材仕様で施工している















FD-1 105×105×2625 105×240×2240 105×105×2240 30×84×52.5 30×84×52.5
FD-2 105×105×2625 105×240×2240 105×105×2240 30×84×52.5 30×84×52.5
WD-1 105×105×2625 105×240×2240 105×105×2240 30×84×52.5 30×84×52.5
WD-2 105×105×2625 105×240×2240 105×105×2240 30×84×52.5 30×84×52.5
垂壁 HD-1 105×105×2625 105×240×2240 105×105×2240 30×84×52.5 30×84×52.5
SD-1 120×120×2610 120×240×2240 120×120×2240 30×80×150 30×80×100

















FD-1 短ほぞ(山型プレート留め） 5.71 6.92 22.0
FD-2 短ほぞ(山型プレート留め） 7.37 7.52 22.0
WD-1 短ほぞ(山型プレート留め） 下見板(15mm) 6.06 6.76 22.6
WD-2 短ほぞ(山型プレート留め） 荒壁パネル(26mm)片面 8.40 7.89 32.8
垂壁 HD-1 短ほぞ(山型プレート留め） 荒壁パネル(26mm)片面 6.54 7.91 22.6



































































































































































　正弦波パルス Tp = 3.0 sを入力した場合、各試験体とも応答変位は小さい。正弦波パルス Tp =
2.0 sを入力した場合、軸組試験体 FD-1, FD-2のみ応答変位が大きくなり、最大で 0.07 m程度と
なる。正弦波パルス Tp =1.0 sを入力した場合、全壁試験体WD-2のみ応答変位が小さくなり、軸
組試験体 FD-1, FD-2は最大で 0.17 m程度、全壁試験体WD-1は最大で 0.04 m程度、垂壁試験体
HD-1は最大で 0.11 m程度、差鴨居試験体 SD-1は最大で 0.15 m程度、差鴨居試験体 SD-2は最大
で 0.06 m程度となる。正弦波パルス Tp = 0.5 sを入力した場合、各試験体とも最も応答変位が大
きくなり、軸組試験体 FD-1, FD-2は最大で 0.17 m程度、全壁試験体WD-1は最大で 0.11 m程度、
全壁試験体WD-2は最大で 0.08 m程度、垂壁試験体 HD-1は最大で 0.15 m程度、差鴨居試験体

















































































































































































































































































































































































体が単位軸組のためMe / M = 1.00とし、試験体の高さから He = 2.8 mとしている。降伏変形角 Ry
および降伏せん断力係数 Cyは 4.6.1節で実験結果から定めた値を用いる。式(4.1)における等価
固有周期 Teは復元力特性をバイリニア置換するため次式で表される。
( ) ( )
( )















M / M C g
π
π
⎧ >⎪⎪= ⎨⎪ ≤⎪⎩
　　 　　　　　　　　　　　　　　 (4.16)
　式(4.15)により推定した各試験体のパルス速度振幅 Vpと最大応答変形角 Rの関係を、Tp = 0.5
s、1.0 s、2.0 s、3.0 sの場合について実験結果と合わせて図 4.28(a)～(g)に示す。推定式（式(4.15)）


























































































































































2) パルス周期が 0.5秒や 1秒程度の地震動の場合、降伏せん断力係数を変化させても最大応答
変形角は大きく変わらないため、耐力を向上させることよりも変形性能を確保することが有
効である。








































は離間距離と呼ぶ）を ∆cと定義する。接合部回転角 θおよび柱芯位置での離間距離 ∆cは、柱芯
位置から左右に等しい距離 Dm離れた計測位置での離間距離 ∆m1, ∆m2から次式で算出する。
1 2( ) / 2m m m∆ ∆ Dθ = − 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        (5.1)
1 2( ) / 2m mc∆ ∆ ∆= + 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      (5.2)
以下では、接合部変形として接合部回転角 θと層間変形角 Rの比 θ / Rおよび柱芯位置での離間











































































い距離 Dmの位置に取り付け、各センサーの値を正側の加力方向から順に δ1, δ2, δ3と呼ぶ。地震
前に本センサーを木造建物の独立柱と横架材の接合部に設置すれば、地震後に次式を用いてセ
ンサーの値から接合部の最大接合部回転角 θmaxを推定できると考えられる。











位計の平均値を用いて比較する。ここで本実験では Dm = 35 mmとしている。なお、センサー
の目盛は目視により 0.1 mmの精度まで読み取る。






加力スケジュールは、試験体 F-1～ F-4, H-1は正負交番 3回繰返加力、試験体 H-2～ H-4は正負
交番 2回繰返加力とする。ただし、アクチュエータのストロークの都合上、試験体頂部での変
位と柱の内法高さ（2625 mm）から求まる層間変形角が 1/15 rad以上（試験体 H-2～ H-4は 1/10
rad以上）の加力サイクルでは、正側水平変位のみを漸増させて繰返加力し、試験体の水平抵抗
力 Hが 0 kNになるまで加力を行う。なお、水平抵抗力 Hはロードセルの値である。
5.3.2　試験体概要




　試験体は柱、土台、桁、垂壁から構成されており、1間試験体は 1820× 2798 mm、2間試験
体は 3640× 2798 mmを基本寸法とする。材種は柱と土台には杉、桁には米松を用いる。試験体
F-1～ F-4, H-1, H-3, H-4の部材の基本寸法は柱および土台を 105× 105 mm、桁を 105× 240 mm
とし、試験体 H-2の寸法は柱および土台を 150× 150 mm、桁を 150× 240 mmとしている。柱
と桁および土台の接合部については図 5.6, 5.7に示すように、試験体 F-1, F-2, H-1～ H-4では短
ほぞ（ほぞ寸法：30× 84× 52.5 mm）に加えて両面山型プレートで止める仕様とし、試験体 F-
3では短ほぞのみ、試験体 F-4では長ほぞ（ほぞ寸法：30× 84× 100 mm）としている。垂壁試
験体の垂壁は試験体上部 910 mmに取り付けている。垂壁の仕様は、乾式パネルでは 26 mm厚
のパネルを片面貼りの受け材仕様で施工している 5.1)。石膏ボードでは 9.5 mm厚のボードを両面























F-1 短ほぞ(山型プレート留め） 7.7 9.3
F-2 短ほぞ(山型プレート留め） 7.3 4.5
F-3 短ほぞ 8.4 9.3
F-4 長ほぞ 7.0 16.5
H-1 短ほぞ(山型プレート留め） 荒壁パネル(26mm)片面 6.7 23.7
H-2 短ほぞ(山型プレート留め） 荒壁パネル(26mm)片面 7.0* 23.7 柱150角
H-3 短ほぞ(山型プレート留め） 石膏ボード(9.5mm)両面 5.6 23.7














F-1 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 30×84×52.5 30×84×52.5
F-2 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 30×84×52.5 30×84×52.5
F-3 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 30×84×52.5 30×84×52.5
F-4 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 30×84×100 30×84×100
H-1 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 30×84×52.5 30×84×52.5
H-2 150×150×2625 150×240×2520 150×150×2420 36×120×52.5 36×120×52.5
H-3 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 30×84×52.5 30×84×52.5







































































(a) 短ほぞ＋山型プレート (b) 短ほぞ




















































































































(a) 軸組試験体（F-1～ F-4） (b) 垂壁試験体（H-1） (c) 垂壁試験体（H-2）


















































θの比 θ / Rの関係を図 5.9に、層間変形角 Rと水平抵抗力 Hの関係および試験体に生じた損傷
を図 5.10に、損傷の一例を図 5.11に示す。
　軸組試験体では、前柱・後柱や柱頭・柱脚などの接合部位置に関係なく、θ / Rは 0.6～ 0.9程
度となる。層間変形角 Rの増加に従い θ / Rも増え、接合部回転角 θは層間変形角 Rに漸近する。
試験体に生じた損傷と比較すると、層間変形角 Rの増加に従い、山型プレートの釘の引き抜け
や土台の割裂などの損傷が発生したが、θ / Rに大きな変化は見られない。
　一方、垂壁試験体では、層間変形角 0.1radまでは前柱・後柱とも柱頭において θ / Rが 0～ 0.3
程度、柱脚において θ / Rが 1.0～ 1.3程度となり、柱頭と柱脚で接合部回転角 θが大きく異なる。
これは垂壁によって柱頭での回転角が拘束され、柱脚部に曲げ変形が集中することに起因する。
この傾向は前後柱の折損が生じる 0.1rad付近まで見られるが、前後柱の折損と同時に鴨居が後








































































































2（乾式パネル・柱 150角）の前柱柱頭における層間変形角 Rと θ  /  Rの関係について、試験体
H-1（乾式パネル・柱 105角）との比較を図 5.12に示す。
　石膏ボードの試験体 H-3では 0.02 radで壁の崩壊が始まり、接合部の回転を拘束する力が弱く
なるため θ / Rが増大する。150角の試験体 H-2では柱の曲げ変形が小さく、乾式パネルが崩壊
するにつれて θ / Rが大きくなる。両試験体とも垂壁の崩壊とともに θ / Rが１に近づく傾向に

















軸力 Nが 4.65kNの試験体 F-1、2.25kNの試験体 F-2、9.0kNの試験体 H-4の前柱柱脚における層
間変形角 Rと θ / Rおよび離間距離 ∆cの関係を図 5.13に示す。









































































ほぞ＋山型プレート）および試験体 F-3（短ほぞ）の前柱柱脚における層間変形角 Rと θ / Rお
よび離間距離 ∆cの関係を図 5.14(a), (b)に示す。







まとめる。垂壁付試験体の場合、軸組試験体と比較して θ / Rが柱頭では小さく柱脚では大きく












　軸組試験体に作用する力を図 5.15に示す。水平荷重 H、層間変形角 Rの時の各独立柱の材端
曲げモーメントをM1～M4、各接合部の回転角を θ1～ θ4とする。M1 = M2 = M3 = M4 = M, θ1 = θ2 = θ3




θ= + 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (5.4)
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= = + =
                                                                                                                                                                       (5.5)
ここで、ほぞのめり込み強度を σW、ほぞ端部から反曲点位置までの高さを y1, y2、ほぞの全せい
を y、ほぞの短辺幅を b、ほぞの長辺幅を x、ほぞと土台の摩擦係数を µ1, µ2とする。ほぞのめり
込み強度 σWは杉のめり込み基準強度の 2倍の値（σW = 12.0 N/mm2）5.7)を用い、反曲点位置はほ
ぞの中央位置（y1 = y2 = y / 2）にあるものとする。また、摩擦係数は µ1 = µ2 = 0.5とする 5.9)。以上




NLM = 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (5.6)
ここで、軸力を N、柱の幅を Lとする。2本の柱に均等に上載荷重Wが作用するものと仮定する












に降伏変形角 θy = 0.01 rad、終局モーメントMu = Mallとしてバイリニア置換する。接合部仕様ご









M A 0.64 0.64 1.66
M B 0.24 0.24 0.43
M C 0.63 0.00 0.00

























































































































































































































































　　　　　　　　　　　　　　 　　　　       (5.9)
推定した各加力サイクルにおける最大接合部回転角 θmaxと、変位計の値から算出した実験値の
関係を図 5.20に示す。最大接合部回転角 θmaxを概ね推定できているが、推定可能な範囲は柱芯












と次式で表される。ここで相関係数 R = 0.98である。
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番号 入力波 T p [s] 倍率 D 0[cm] V p [cm/s] P 0[cm/s2]
1 3.0 100% 25 17 17
2 2.0 100% 25 25 39
3 1.0 100% 25 50 157
4 0.5 80% 20 80 503
5 0.5 80% 20 80 503
6 1.0 100% 25 50 157
7 2.0 100% 25 25 39
8 - 20% 4 - 65
9 - 50% 9 - 162
10 - 70% 13 - 227
















































































































































































































































































































































れより 0.04～ 0.08 radの最大応答変形角 Rmaxを概ね推定できていることがわかる。
　次に、各加振波に対するセンサーの値（最大離間距離 δmax）と実験値の最大応答変形角 Rmaxを



















るのは柱径が 105 mmの試験体のみであり、柱径が 150 mmの試験体では大きな損傷は発生しな
い。柱と差鴨居の接合部では 1/15 radで鼻栓の折損が生じたり、差鴨居の込栓周囲の柱に亀裂
が生じる。土壁の垂壁では 1/30 radでひび割れが生じる。土壁の全壁では 1/75 radでひび割れが
生じ、1/15 radで壁の剥落が生じる。下見板の全壁では 1/30 radで下見板の釘の引き抜けが生じ
る。建具については 3章でも述べたように、1/50 radで襖や障子の紙にしわが生じ、1/20 radで
障子紙が破れ、1/15 radで襖が敷居から脱落する。舞良戸は 1/15 radで竪桟の折損が生じ、1/10rad
で敷居から脱落する。






























(e) 込栓周囲の柱の亀裂（1/15 rad） (f) 土壁の剥落（1/15 rad）




































































　[レベルⅡ]試験体に生じ始める層間変形角 1/75 rad以上 1/30 rad未満の範囲であり、壁のひ
び割れなど軽微な被害が生じるが、簡単な補修により建物の再使用が可能である。また、建
物の機能に影響はないため継続使用は可能である。
　[レベルⅢ]層間変形角 1/30 rad以上 1/10 rad未満の範囲であり、土壁の剥落や建具の損傷な
どの被害が生じる。建物の機能に影響が出るため、継続使用できない場合もあるが、ある程
度の補修により再使用は可能である。






レベルⅠ レベルⅡ レベルⅢ レベルⅣ レベルⅤ
R＜1/75 1/75≦R＜1/30 1/30≦R＜1/10 1/10≦R＜1/5 1/5≦R
軸組 損傷なし 損傷なし 損傷なし 柱の折損
（柱径105mm）
接合部 損傷なし 損傷なし 鼻栓の折損
込栓周囲の柱に亀裂
垂壁 損傷なし 損傷なし 土壁にひび割れ





○ ○ △ △ ×


































































4) 大変形領域（層間変形角 0.1～ 0.15 rad程度）における負担可能な層せん断力より水平抵抗力
を喪失する層間変形角の予測式を構築した。予測式によれば、大変形領域における負担可能
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B-1 短ほぞ(山型プレート留め） 荒壁パネル(26mm)片面 23.7
B-2 短ほぞ(山型プレート留め） 荒壁パネル(26mm)片面 23.7 柱150角
B-3 短ほぞ(山型プレート留め） 石膏ボード(9.5mm)両面 23.7




B-6 短ほぞ(山型プレート留め） 荒壁パネル(26mm)片面 30.9 垂壁＋腰壁
B-7 短ほぞ(山型プレート留め） 荒壁パネル(26mm)片面 44.9 2間試験体
B-8 短ほぞ(山型プレート留め） 荒壁パネル(26mm)片面 27.0 2間試験体
C-1 短ほぞ(山型プレート留め） 荒壁パネル(26mm)片面 23.7 障子2枚







D-2 短ほぞ(山型プレート留め） 下見板(15mm) 23.7
E-1 長ほぞ（込栓留め） 差鴨居(120×270mm)鼻栓留め 23.7



















A-1 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 (a) (a)
A-2 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 (a) (a)
A-3 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 (b) (b)
A-4 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 (c) (c)
B-1 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 (a) (a)
B-2 150×150×2625 150×240×2520 150×150×2420 (d) (d)
B-3 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 (a) (a)
B-4 105×105×2558 105×240×2520 105×105×2420 (a) (a)
B-5 140×140×2940 130×180×2588 140×90×2626 (e) (e)
B-6 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 (a) (a)
B-7 105×105×2625 105×240×4340 105×105×4240 (a) (a)
B-8 105×105×2625 105×240×4340 105×105×4240 (a) (a)
C-1 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 (a) (a)
C-2 105×105×2625 105×240×2520 105×105×2420 (a) (a)
C-3 140×140×2940 130×180×2588 140×90×2626 (e) (e)
D-1 105×105×2558 105×240×2520 105×105×2420 (a) (a)
D-2 105×105×2558 105×240×2520 105×105×2420 (a) (a)
E-1 120×120×2610 120×240×2520 120×120×2420 (f) (f)
E-2 120×120×2610 120×240×2520 120×120×2420 (f) (f)























































































































(a) 軸組試験体（A-1～ A-4） (b) 垂壁試験体（B-1） (c) 垂壁試験体（B-2）
(d) 垂壁試験体（B-3） (e) 垂壁試験体（B-4） (f) 垂壁試験体（B-5）


















































































































(l) 非構造試験体（C-3） (m) 全壁試験体（D-1）
(n) 全壁試験体（D-2） (o) 差鴨居試験体（E-1, E-2） (p) 差鴨居試験体（E-3）
149
Appendix
(a) 短ほぞ＋山型プレート (b) 短ほぞ



















































































(a) 短ほぞ＋山型プレート (b) 短ほぞ
(c) 長ほぞ (d) 短ほぞ＋山型プレート











































































図 A.5　 差鴨居接合部詳細図（試験体 E-1～ E-3）
152
Appendix
図 A.6　 実験結果（試験体 A-1）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷






























図 A.7　 実験結果（試験体 A-2）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷























































図 A.9　 実験結果（試験体 A-4）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷




























図 A.10　 実験結果（試験体 B-1）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷




































図 A.11　 実験結果（試験体 B-2）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷


































図 A.12　 実験結果（試験体 B-3）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷




























図 A.13　 実験結果（試験体 B-4）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷



































図 A.14　 実験結果（試験体 B-5）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷




























図 A.15　 実験結果（試験体 B-6）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷





























図 A.16　 実験結果（試験体 B-7）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷
































図 A.17　 実験結果（試験体 B-8）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷






































図 A.18　 実験結果（試験体 C-1）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷






































図 A.19　 実験結果（試験体 C-2）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷


































図 A.20　 実験結果（試験体 C-3）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷
































図 A.21　 実験結果（試験体 D-1）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷































図 A.22　 実験結果（試験体 D-2）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷






























図 A.23　 実験結果（試験体 E-1）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷





























図 A.24　 実験結果（試験体 E-2）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷





























図 A.25　 実験結果（試験体 E-3）
(a) 水平抵抗力と層間変形角の関係と試験体に生じた損傷
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